
            

   令和６年２月２２日

地域共創型飛騨高山医療者教育学講座の開設について

１ 概要    

  岐阜大学医学系研究科に医療者教育に特化した寄附講座を開設します。診療、教育、

研究ができる教官（医師）が、岐阜大学と高山市を行き来し、市内の医療機関等をフ

ィールドとした医療者教育を展開するとともに、市民向けの公開講座や生徒を対象

とした出前講義などを実施することにより、将来の地域医療を担う医療人材の育成、

確保を目指します。

２ 実施期間・実施内容

   ・令和６年度～１０年度（５年間）

   ・大学と高山市内を拠点とした地域医療を担う人材を育成できる仕組みづくり

   ・市民を対象とした公開講座・交流イベントや生徒への出前講義

                                   

  ３ 予算額

３０，０００千円（県補助）

債務負担行為 １５０，０００千円（令和６年度～令和１０年度）

（地域医療者教育寄附講座（岐阜大学）開設費寄附金）

問    合    先

担当課 市民保健部 医療課

課長 石原 隆博

係名    地域医療対策係

係長 清水 今日子

連絡先 電話（直通 0577-35-3177）

（内線 2802）

医療者教育等を目的とした３者連携協定に基づき、寄附講座の開設事業として

岐阜大学と共同で最先端の医療者教育を展開し、将来の地域医療を担う医療人材

の育成・確保を目指します。

令和６年度当初予算
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令和６年２月２２日

ごみ処理施設の解体調査について

１ 概要

   令和８年度より既存施設の解体・撤去工事を行うため、ダイオキシン類やアスベス

ト含有建築材料などの環境汚染物質の事前調査等を行います。  

２ 調査施設

  ・高山市資源リサイクルセンター（三福寺町）

・久々野クリーンセンター（久々野町）

３ 予算額

  １０，０００千円

問    合    先

担当課 森林・環境政策部 ごみ処理場建設推進課

課長          谷口 修司

係名  ごみ処理場建設推進係

係長    堤  一雄

連絡先  電話（直通 0577-57-5177）

（内線 2291）

三福寺町地内で進めている新ごみ処理施設（ごみ焼却施設）の建設に伴い、既存のご

み処理施設の廃止、撤去・解体工事を実施するにあたり、必要な汚染物等の調査、諸条

件の整理、環境保全等の事前調査・検討を行います。

高山市資源リサイクルセンター 久々野クリーンセンター

令和６年度当初予算

記者会見資料
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令和６年２月２２日

農地の集約化等に向けた地域計画の策定について

１ 概要

    ①地域計画策定コーディネーターの委嘱

          地域ごとの話し合いを進めるうえで、課題解決に向けて、有識者に話し合いのコ

ーディネータ―を委嘱します。

    ②地域ごとの目標地図の印刷

     地域での話し合いの結果、１０年後の農地利用の在り方をまとめた地図を作製・

印刷します。

  ２ 予算額

     １，１００千円

     ・コーディネーター委嘱  ５５０千円

  ・目標地図印刷      ５５０千円

問    合    先

担当課 農政部 農務課

課長          水橋 靖

係名      農業振興係

係長 高山 緑  

連絡先  電話（直通 0577-35-3141）

（内線 2222）

農業者の高齢化や農家戸数の減少により地域の農地が適切に利用されなくなること

が懸念されるため、地域課題の抽出や解決策を地域ごとに話し合い、目指すべき将来の

農地利用の姿を明確化する「地域計画」の策定を進めます。

令和６年度当初予算

記者会見資料
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令和６年２月２２日

農地集積・集約の担い手に対する助成について

１ 概要

（１）補助対象

   次の①～③全てを満たすもの

         ①利用権設定等により、新たに１０年以上の借入期間を設定した農地

      ②耕作目的が次の作物

       ・水稲

       ・経営所得安定対策に位置付けられた戦略作物（麦・大豆・飼料作物・飼料

用米・ＷＣＳ用稲・加工用米・米粉用米等・そば・なたね）

      ・飼料作物（水田以外）

③事業年度の前年度１月１日から１２月３１日までに貸借が開始された農地

    （２）補助額

     １０ａ当たり３，０００円

２ 対象者

認定農業者・認定新規就農者・地域の担い手に位置付けられた農業者で、新規借

入農地を含め５ｈａ以上の経営農地を有する農家及び法人

３ 予算額

２，０００千円

問    合    先

担当課 農政部 農務課

課長          水橋 靖

係名      農委・農地係

係長 森 真哉  

連絡先  電話（直通 0577-35-3141）

（内線 2227）

農地の有効活用や担い手の負担軽減を図るため、新たに農地を集積した一定規模以上

の経営農地を有する地域の担い手に対して、集積した面積に応じた支援を行います。

令和６年度当初予算
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令和６年２月２２日

地方卸売市場の機能向上設備の導入に対する助成について

１ 概要

新公設地方卸売市場で、青果や水産物の取扱高の維持向上のため、設備を導入する

卸売業者に対し導入費を助成します。

２ 対象者

新公設地方卸売市場において、青果や水産物の一次加工等機能向上設備を導入する

卸売業者

  ３ 補助率

  機能向上設備導入費の１／２以内

  ４ 一次加工等機能向上設備

①青果

     洗浄やカット、殺菌等の一次加工を行う設備

     （業務用カット野菜、カット果実等）

②水産物

     適正な温度で冷凍保管・品質保持し、パック加工等を行う設備

     （刺身や三枚おろしのパック加工、鰻開き等）

５ 予算額

  ３５，０００千円

問    合    先

担当課 農政部 農務課

課長          水橋 靖

係名      農業振興係

係長 高山 緑  

連絡先  電話（直通 0577-35-3141）

（内線 2222）

新公設地方卸売市場の整備に伴い、荷の取扱高の維持向上に資する一次加工等の機能

向上設備を導入する卸売業者に対し、設備導入費の一部を支援します。

令和６年度当初予算

記者会見資料
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令和６年２月２２日

有害鳥獣の被害防止支援体制の充実について

１ 概要

    ①緊急出動報酬［新規］

クマの人身危害発生時や人家近くへの目撃情報の多発など、市民への危険が高ま

っている状況にあると市が判断する場合に、市が鳥獣被害対策実施隊員に指示を

したうえで行う緊急パトロール及び痕跡確認等の業務に対し報酬を支払います。

    

    ②小動物捕獲報償金の増額［拡充］

   小動物（ハクビシン・アナグマ・タヌキ）の捕獲に対する報償金を増額します。

２ 対象者

高山市鳥獣被害対策実施隊員

３ 報酬額

  ①１回あたり３，０００円

  ②１頭あたり３，０００円から５，０００円に２，０００円増額

４ 予算額

４４０千円

  ①３００千円

  ②１４０千円

  

問    合    先

担当課 農政部 農務課

課長          水橋 靖

係名      農業振興係

係長 高山 緑  

連絡先  電話（直通 0577-35-3141）

（内線 2222）

近年、クマの人身危害や小動物による農作物や民家への被害が増加していることから

鳥獣被害防止支援体制の充実を図ります。

令和６年度当初予算

記者会見資料
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令和６年２月２２日

有機農業の開始に対する助成について

  １ 概要

    新たに有機農業を開始する農業者に対し、有機種苗の購入や土づくり、病害虫が発

生しにくいほ場環境の整備など、有機農業の生産を開始するために必要な経費を助

成します。

  

２ 対象者

有機農業に取り組む新規就農者や慣行栽培から有機農業へ転換する農業者

３ 補助額

１０ａあたり２０千円（下限面積１０ａ）

  

４ 予算額

  ５００千円（国補助１０／１０）

  問    合    先

担当課 農政部 農務課

課長          水橋 靖

係名      農委・農地係

係長 高山 緑

連絡先  電話（直通 0577-35-3141）

（内線 2222）

みどりの食料システム戦略の実現に向けて、国の有機転換推進事業の活用により、新

たに有機農業を開始する際に必要な経費を助成します。

令和６年度当初予算

記者会見資料
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令和６年２月２２日

防疫対策マニュアルに係る巡回指導について

  

  １ 概要

     各畜産農家の畜舎等を有識者とともに巡回し、個別の畜舎等の防疫対策について助

言、指導を行い、更なる防疫対策の強化を図ります。

  ２ 対象者

市内の乳用牛、肥育牛、繁殖和牛等を飼育する畜産農家

  ３ 期間

     令和６年度（単年度）

４ 開始時期

  令和６年４月以降より順次巡回

  ５ 予算額

１２０千円

問    合    先

担当課 農政部 畜産課

課長 松井 ゆう子

係名    畜産振興係

係長 川田 健磨

連絡先 電話（直通 0577-35-3142）

（内線 2239）

畜産農家の経営安定を支援し、飛騨牛、飛騨牛乳の産地とブランドを守るとともに、

家畜伝染病等の防疫の観点から、防疫対策の更なる強化のため、個別に畜産農家を巡回

し、助言・指導します。

令和６年度当初予算
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令和６年２月２２日

優良乳用牛保留導入に対する助成の拡充について

  

  １ 概要

     高山市酪農振興会が実施する市内酪農家の優良乳用牛の保留・導入支援事業に対す

る補助額を増額します。

  ２ 対象者

乳用牛飼養農家（高山市酪農振興会を通して支援）

３ 補助額

  １頭あたり３５，０００円から１３７，０００円に増額

４ 開始時期

     令和６年度より

  ５ 予算額

４，１１０千円

問    合    先

担当課 農政部 畜産課

課長 松井 ゆう子

係名    畜産振興係

係長 川田 健磨

連絡先 電話（直通 0577-35-3142）

（内線 2239）

酪農経営基盤の強化を図り、飛騨牛乳の産地とブランドを守るため、市内酪農家に

おける優良乳用牛の保留・導入に対する現行の補助単価を拡充します。

令和６年度当初予算
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令和６年２月２２日

森林推定地番図作成による森林境界明確化の推進について

１ 概要

森林推定地番図は、微地形図や森林計画図・過去の航空写真等を比較しながら、

図を地形図にあわせて配置したもので、これを森林地図情報システム（森林ＧＩＳ）

に取り込むことで、現地へ行かなくてもパソコン上で地番や所有者・境界の情報を確

認できるようにし、森林整備の加速化を図ります。

２ 予算額

   １１，０００千円

  （財源：森林環境譲与税）

問    合    先

担当課 森林・環境政策部 森林政策課

課長          村田 重春

係名        森林整備係

係長 野村 康幸

連絡先  電話（直通 0577-35-3143）

（内線 2233）

地籍調査が進んでいない地域では公図と現地が合っていないため、整備が必要な森林

の所有者探索や境界の確認に多くの時間と手間がかかり、森林整備がすすまない要因の

ひとつとなっていることから、地形図上に公図を配置した「森林推定地番図」を作成し、

所有者探索や境界確認作業の効率化を図り、森林整備の加速化を図ります。

森林推定地番図（イメージ）

令和６年度当初予算
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令和６年２月２２日

飛騨産漆生産に向けた取り組みについて

１ 概要

    市では、伝統的工芸品等の原材料となる飛騨産漆の確保を目的に、市民・民間企業、

飛騨春慶連合協同組合、県、市などが連携・参画し、飛騨産漆の確保を目的に設立し

た「飛騨漆の森プロジェクト」の活動を支援します。

また、市が所有する漆山について、漆掻きを終えた木を伐採し、新たに萌芽が発生

しはじめたことから、将来にわたり漆が掻けるよう市有林の除伐等を実施します。

２ 予算額

１，９００千円

①飛騨漆の森プロジェクトへの助成  ５００千円

   補助率  １／２

   限度額  ５００千円

   対象経費 飛騨漆の森プロジェクトが行う事業（漆の植栽及び普及など）に係る

経費

   補助期間 １５年間

  ②市有林(漆山）の管理 １，４００千円   

   漆山の除伐等管理委託料

問    合    先

担当課 商工労働部 商工振興課

課長          二村 伸一

係名      商工振興係

係長 石原 崇善  

連絡先  電話（直通 0577-35-3155）

（内線 2213）

国指定伝統的工芸品「飛騨春慶」をはじめとした伝統的工芸品産業の振興と伝統技術

の継承を目的に、伝統的工芸品等の原材料となる飛騨産漆の確保を図るため、「飛騨漆

の森プロジェクト」への支援と市が所有する漆山の整備を行います。

令和６年度当初予算

記者会見資料

51



            

令和６年２月２２日

商店街等の魅力アップの取り組みに対する助成の拡充について

１ 概要

    商店街振興組合・発展会等が行うまちづくり計画に基づく事業を支援します。

２ 補助内容  

  補助率   １／２

補助上限額 １団体２，０００千円

補助対象事業 ・ストリートファニチャーの設置

・防犯カメラの設置[拡充] など

３ 予算額

２，０００千円

問    合    先

担当課 商工労働部 雇用・産業創出課

課長 太江 敦

係名        雇用・産業創出係

係長 坂上 真知子

連絡先 電話（直通 0577-35-3182）

（内線 2796）

中心市街地における各商店街区域等の自主的な取り組みの実現による賑わい創出と、

調和のとれた魅力あふれるまちづくりを促進するため、まちの魅力アップにかかる費用

に対する支援を拡充します。

令和６年度当初予算
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  令和６年２月２２日

商店街等のアーケード等共同施設の改修等

に対する助成について

１ 概要

    商店街振興組合・発展会等が行う次の整備を支援します。

    ①アーケードの改修等（新設、躯体の大規模な改修を除く）

    その他の機能強化（ＬＥＤ化改修、アーケード塗装など）

    ②アーケードの撤去等（撤去に伴う街路灯の新設など）

２ 補助内容

  補助率   ①２／３

        ②５／６（国分寺第一商店街）

補助上限額 ①２０，０００千円

②４０，０００千円

３ 予算額

    １１，０００千円

問    合    先

担当課 商工労働部 雇用・産業創出課

課長 太江 敦

係名    雇用・産業創出係

係長 坂上 真知子

連絡先 電話（直通 0577-35-3182）

（内線 2796）

市民や観光客など多くの人が快適で訪れたくなるまちなみづくりを促進するため、商

店街等が行う公共性の高い歩行空間における安全・安心を確保し、景観等を向上させる

整備に対する支援制度を創設します。

令和６年度当初予算
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令和６年２月２２日

商店街活性化の取り組みに対する助成について

１ 概要

    岐阜県が実施する「岐阜県商店街活性化支援事業費補助金」と連動し、商店街等が

   行う商店街の活性化に取り組む事業に対して支援を行います（県は市と同等以内の補

   助率で支援）。

  ①外部専門家の助言を受けながら、自ら課題解決に取り組む事業に対する支援

  ②１年を通じて定期的（年４日以上）に実施するソフト事業に対する支援

③若手・女性事業者グループ等（概ね４５歳までの者または女性が３人以上事業に

参加かつ過半数以上）が主導的に企画・実施するソフト事業に対する支援

④キッズ向けソフト事業に対する支援

    

２ 補助内容

補助率   １／３  

補助上限額 １，０００千円

３ 予算額

２，０００千円

問    合    先

担当課 商工労働部 雇用・産業創出課

課長 太江 敦

係名       雇用・産業創出係

係長 坂上 真知子

連絡先 電話（直通 0577-35-3182）

（内線 2796）

商店街の魅力発掘と集客力向上等による中心市街地の活性化のため、岐阜県と連動し

て商店街等が取り組む各種事業に対する支援制度を創設します。

令和６年度当初予算

記者会見資料
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  令和６年２月２２日

空き店舗等の活用に対する助成の拡充について

１ 概要

    中心市街地の空き店舗・空き家の所有者や、店舗兼住居として新たに居住する方

   及び空き店舗等を活用する方等に対する支援を行います。

２ 補助内容

  ①物件を取得し、自ら居住しながら新たに店舗を営業するための改修（職住一体）

  補助率   ２／３  

   補助上限額 ２，０００千円

  ②物件所有者（居住者）が新たに店舗を貸し出すための改修（職住一体）

  補助率   ２／３

   補助上限額 １，０００千円

  ③店舗を借りて新たに営業するための改修費

  補助率   １／２（商店街加入者２／３）

   補助上限額 ２００千円（商店街加入者３００千円）

  ④空き店舗等を新たに借り上げるための家賃補助（拡充）

（１年目の補助内容）

  補助率   １／２（商店街加入者等２／３）

   補助上限額 １，２００千円／年（商店街加入者等１，６００千円）

  補助期間 ３年間

３ 予算額

    ６，０００千円

問    合    先

担当課 商工労働部 雇用・産業創出課

課長 太江 敦

係名    雇用・産業創出係

係長 坂上 真知子

連絡先 電話（直通 0577-35-3182）

（内線 2796）

中心市街地において急激に居住人口が減少する中、商業機能の強化のみならず、地域

の伝統・文化を保存・継承するため、中心市街地区域内の居住が促進されるよう空き店

舗・空き家利活用の支援制度を拡充します。

令和６年度当初予算

記者会見資料
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   令和６年２月２２日

ＩＴリスキリングセミナーの開催について

１ 概要

    市全体のＩＴスキルの向上を目指し、企業の経営者・担当者を対象にデジタルス

キルを習得するＩＴリスキリングセミナーを開催します。

・４、５か月程度の研修（計画・指導）

・個人やグループでのオンライン学習、発表会の実施

２ 予算額

    ２，５００千円

問    合    先

担当課 商工労働部 雇用・産業創出課

課長 太江 敦

係名    雇用・産業創出係

係長 坂上 真知子

連絡先 電話（直通 0577-35-3182）

（内線 2796）

少子高齢化、若者の市外流出などの要因により、市内の人材不足が深刻化する中、市

では、市内企業において新たなビジネスモデルの採用や効率的な業務遂行のためのシス

テム導入など、社会の進化に対応した企業ＤＸの推進を図り、生産性の向上を促進する

ため、市内企業の経営者・担当者を対象にデジタルスキルを習得するＩＴリスキリング

セミナーを開催します。

令和６年度当初予算

記者会見資料
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令和６年２月２２日

市内若手社員向けセミナー開催に対する助成について

１ 概要

    高山市雇用促進協議会が行う若手社員向けセミナーの開催に対する助成

２ 補助対象

    高山市雇用促進協議会

  ３ 予算額

   ５００千円

問    合    先

担当課 商工労働部 雇用・産業創出課

課長 太江 敦

係名    雇用・産業創出係

係長 坂上 真知子

連絡先 電話（直通 0577-35-3182）

（内線 2796）

市では、生産年齢人口の減少、若者の進学・就職に伴う市外流出に加えて、地元就職

した若者の離職が課題となっています。

市内の企業に採用された若手社員が抱える悩みや課題、働きがい、コミュニケーショ

ン、スキルアップをテーマに他社の同世代の社員との交流を通じて仕事に対するモチベ

ーションを高め、若手社員の地元定着を図るため、セミナーの開催に対して助成します。

令和６年度当初予算

記者会見資料
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令和６年２月２２日

市内事業者の求人情報発信に対する助成について

１ 概要

    市内中小企業者（市内に事業所等を設置する者）に対して、就職情報サイトでの求

   人情報掲載料にかかる費用や、飛騨地域外での合同企業説明会への出展料を支援しま

   す。

２ 補助内容

補助率   １／２

補助上限額 ２００千円（１事業所あたり）

３ 予算額

１，０００千円

問    合    先

担当課 商工労働部 雇用・産業創出課

課長 太江 敦

係名    雇用・産業創出係

係長 坂上 真知子

連絡先 電話（直通 0577-35-3182）

（内線 2796）

市内の人材不足が深刻化する中、市外から人材確保を図ろうとする事業者を後押しす

るため、就職情報ｗｅｂサイトなどを活用した求人活動や都市部の就職イベントに出展

する市内中小企業者に対して、情報発信等の費用の一部を支援します。

令和６年度当初予算

記者会見資料
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令和６年２月２２日

市内事業者の外国人材雇用に対する支援について

１ 概要

①外国人材受入セミナーの開催

     外国人材を活用し労働力の確保に取り組む事業者向けに、外国人雇用に関する理

解の促進等に関するセミナーを開催

    ②外国人材雇用支援事業補助金

     外国人材雇用に必要な初期費用に対する補助（※実際に雇用した場合に限る）

     ・補助率１／３

     ・補助上限額２００千円（１事業者あたり）

     ・補助対象経費 登録支援機関等への紹介手数料、渡航費用、受入のための

             賃貸住宅借上料など

２ 予算額

５，４２０千円

     ①外国人材受入セミナー   ４２０千円

②外国人材雇用支援事業 ５，０００千円

問    合    先

担当課 商工労働部 雇用・産業創出課

課長 太江 敦

係名    雇用・産業創出係

係長 坂上 真知子

連絡先 電話（直通 0577-35-3182）

（内線 2796）

少子高齢化、若者の市外流出などの要因により、市内の人材不足が深刻化する中、外

国人材を活用し労働力の確保に取り組む事業者を後押しするため、外国人材の雇用を検

討している、または雇用している市内事業者を対象に、外国人雇用に対する理解や知識、

ノウハウの習得を促進するセミナーを開催するとともに、外国人材の雇用を支援するた

めの補助金制度を創設します。

令和６年度当初予算

記者会見資料
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令和６年２月２２日

観光施設におけるバリアフリーモニターツアーの実施について

１ 概要

障がいのある方に、市内の観光施設へ安心して訪れて滞在いただくためのモニタ

ーツアーを実施することで、現状における課題を抽出し、今後の地域づくりに活か

します。

２ 対象

市内に在住する障がい者単独または障がい者と介助者

３ 実施期間

令和６年５月から令和６年１１月末日（予定）

４ 予算額

  １，５００千円

問    合    先

担当課 飛騨高山プロモーション戦略部 観光課

課長    山郷 三昭

係名  誘客戦略係

係長 田中 一樹

連絡先  電話（直通 0577-35-3145）

（内線 2217）

障がいのある方に安心して飛騨高山で滞在いただくため、観光施設を対象としたモニ

ターツアーを実施することで、観光を活用した住んでよし訪れてよしの持続可能な地域

づくりを推進します。

令和６年度当初予算

記者会見資料
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令和６年２月２２日

中部山岳国立公園指定９０周年記念事業の実施について

１ 概要

国立公園指定９０周年を契機に環境省をはじめ、中部山岳国立公園に含まれる岐阜

県、長野県、富山県、新潟県、１２市町村と公園関係者により公園が持つ魅力や価値

の発信を行い、公園の保護と利用の好循環の実現等を目指します。

  

２ 実施内容（予定）

①記念事業

岐阜県・富山県・新潟県（令和６年４月～１１月）

・環境省、県、市町村が連携し各県で開催。岐阜県での事業は、平湯又は新穂高

地区において令和６年７月以降に国立公園の魅力向上や来訪へつながる事業を

環境省、岐阜県、高山市で検討中

長野県（令和６年１２月）

・松本市で総合式典を開催

    ②シンボルマーク

令和５年１０月～１１月にシンボルマークを募集し、審査を経て選定のうえ、関

連する事業において使用

    ③記念品の製作

中部山岳国立公園９０周年を記念するデザインの記念品を製作し、①の記念行事

等において配布

    ④各種イベントにおける普及啓発

   令和６年度に各自治体・団体において、中部山岳国立公園指定９０周年記念の

   冠事業を実施

３ 予算額

１００千円（負担金）

問    合    先

担当課 森林・環境政策部 環境政策課

課長          清水 浩一

係名     環境政策係

係長 小野 貴史

連絡先  電話（直通 0577-35-3533）

（内線 2282）

令和６年度当初予算

記者会見資料

中部山岳国立公園が令和６年１２月４日に国立公園指定９０周年を迎えるにあたり、

公園に含まれる４県１２市町村等が連携し、国立公園等の魅力を伝える記念事業を行い

ます。
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                         令和６年２月２２日

水門の遠隔監視・操作に向けた調査等について

１ 概要

   豪雨時、増水時等の迅速な対応や、市民ニーズに基づく効率的な水量調整を行う

   ため、スマートフォン等による水門の遠隔監視・遠隔操作を可能にするための現地

   調査等を行います。

２ 予算額

  １，０００千円

問    合    先

担当課 建設部 維持課

課長    小林 健司

係名 管理係

係長 清水 学

連絡先 電話（直通 0577-35-3340）

（内線 2322）

迅速かつ効率的な水量調整を行うため、水門等（取水ゲート、土砂吐ゲート）の

遠隔監視・遠隔操作に向けた調査等を行います。

令和６年度当初予算

記者会見資料
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令和６年２月２２日

車両流入抑制対策に係る実証実験の実施について

１ 概要

   市営神明駐車場のバス区画を廃止するための実証実験を行い、バス区画を廃止した

場合の中橋周辺の車両通行量の変化や、市内のバス駐車場の需給バランス、中心市街

地の歩行者通行量の変化などについて検証を行います。

  

２ 実施内容

   市営神明駐車場のバス区画（１７区画）を普通車区画（約４０区画）に変更します。

   ※高山商工会議所と一般社団法人飛騨・高山観光コンベンション協会と連携して

実施します。

３ 実施期間

   約３カ月間（令和６年６月頃から令和６年８月頃までを予定）

４ 予算額

   １５，４００千円

問    合    先

担当課 都市政策部 都市計画課

課長              大下 雅己

係名  政策企画係

係長 柚村 守一

連絡先  電話（直通 0577-57-7444）

（内線 2363）

高山市の観光スポットである古い町並周辺には、多くの観光客と観光車両が集中して

いますが、歩車分離ができるほどの道路幅員がなく、歩行空間が確保できない状況とな

っています。また、バスのすれ違いが難しく渋滞の原因にもなっています。

今後も観光客の増加が見込まれる中、快適な歩行空間を確保し、更に魅力的な観光地

となるよう車両流入抑制の実証実験を行います。

令和６年度当初予算

記者会見資料
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令和６年２月２２日

駐車場整備計画の更新に係る調査の実施について

１ 概要

    現在策定している駐車場整備計画の計画期間は、令和６年度末となっており、次期

計画期間における駐車場の整備方針を定めるため、駐車場整備地区における駐車場の

需給バランス等の現状調査や将来予測を分析し、高山市の駐車場整備の方針を見直し

ます。

２ 今後の予定

  令和６年４～６月   調査準備

        ６～１０月  駐車場の現状調査、利用状況調査（平日・休日）

     １１月～   課題の整理および整備方針の検討

  令和７年３月     整備計画の策定

３ 予算額

    ４，０００千円

問    合    先

担当課 都市政策部 都市計画課

課長          大下 雅己

係名  政策企画係

係長 柚村 守一

連絡先  電話（直通 0577-57-7444）

（内線 2363）

駐車場整備地区における駐車場の現状や需給バランス等を調査・分析し、今後の駐車

場整備に係る計画を見直します。

令和６年度当初予算

記者会見資料
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令和６年２月２２日

北山公園公衆トイレの改修について

１ 概要

    整備後３０年以上経過している北山公園の公衆トイレの再整備を行います。

    現在の汲み取り式から、維持メンテナンスや環境配慮等を踏まえ、バイオトイレへ

の再整備を行います。

２ 今後の予定

  令和６年度 設計

      令和７年度 改修工事

３ 予算額

    ５，０００千円

問    合    先

担当課 都市政策部 都市計画課

課長          大下 雅己

係名       景観公園緑地係

係長 森本 雅彦

連絡先  電話（直通 0577-35-3180）

（内線 2313）

北山公園の公衆トイレは、インバウンド等の影響により利用者が増加している一方

で、整備後３０年以上が経過し老朽化しているため、清潔で安心して利用できるトイレ

への改修を進めます。

令和６年度当初予算
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現在の北山公園トイレ
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令和６年２月２２日

原山市民公園複合遊具等整備について

１ 概要

現在の原山市民公園は、そり滑りをはじめ人工河川やグラウンド、複合遊具がある

とともに、ドッグランやバーベキューコーナー、駐車場、トイレ、民間の食堂などの

施設が充実しており、市民が親しむことができる場所として利用されています。

今回、大型複合遊具等（対象１～１２歳、インクルーシブ遊具など）を整備し、公

園機能及び子育て環境の充実を図るとともに、利用者の満足度の向上を図ります。

２ 事業内容

   ①大型複合遊具等の整備

    ②遊具の設置に併せた園内の整備

（令和７年４月供用開始予定）

３ 予算額

１７０，０００千円

    ①遊具整備 １３０，０００千円（令和５年度～令和６年度）

      令和６年度予算額 １３０，０００千円（工事請負費）

      債務負担行為   １３０，０００千円

    ②園内整備  ４０，０００千円

問    合    先

担当課 都市政策部 都市計画課

課長          大下 雅己

係名      景観公園緑地係

係長 森本 雅彦

連絡先  電話（直通 0577-35-3180）

（内線 2313）

子育て環境の充実等を図るため、魅力的な子どもの遊び場として原山市民公園に大型

複合遊具等を整備します。

令和６年度当初予算
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令和６年２月２２日

高機能消防指令システム及び

消防救急デジタル無線システムの更新について

１ 概要

高機能消防指令システム及び消防救急デジタル無線システムについて、令和７年度

をもって保守期間が終了することから、安定的な運用による広大な市域における消防

体制の強化を図るため、システムを一括更新します。

２ 今後の予定

令和５年度     事業者選定

  令和６年度～７年度 システム仕様の決定、更新、整備

令和８年度～    運用開始

３ 予算額

１，３７６，６００千円（うち委託料６，６００千円）

    継続費（令和６年度～令和８年度）

    令和６年度 １，３７０，０００千円

    令和７年度   ４４０，０００千円

    令和８年度    ４９，０００千円

問    合    先

担当課 高山市消防本部高山消防署 指令課

課長        岩田 孝

係名  管理係

係長 青豆 信一郎  

連絡先  電話 （直通 0577-32-0119）

   （内線 2117）

社会情勢の変化や複雑多様化する災害に対し的確に対応するため、経年により老朽化

した高機能消防指令システム及び消防救急デジタル無線システムを一括更新し、市民等

の生命及び財産を守り、安全安心な環境を整えるとともに、消防体制の強化を図ります。

令和６年度当初予算
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令和６年２月２２日

学びの多様化教室「にじ色」の通学に対する支援について

１ 概要

  学びの多様化教室「にじ色」は、不登校等の生徒が多様な学習を行えるよう、宮中

学校の分教室として設置するもので、スクールバスの運行や公共交通機関及び自家用

車での通学に要する費用の支援を行います。

２ 対象者

  にじ色に通学する生徒及び保護者

３ 期間

  令和６年４月１日から

４ 予算額

  ５,０４０千円

  ・スクールバス運行にかかる借り上げ料        ４,０４０千円

  ・公共交通機関等による通学に要する費用に対する補助 １,０００千円

問    合    先

担当課 教育委員会事務局 教育総務課

課長          直井哲治

係名      教育総務係

係長 野村友和  

連絡先  電話（直通 0577-35-3153）

（内線 2347）

令和６年４月に一之宮地域に開設する学びの多様化教室「にじ色」への通学を支援し、

通学する生徒や保護者の負担軽減を図ります。

令和６年度当初予算
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令和６年２月２２日

中学校プログラミング学習教材の導入について

１ 概要

テキストコーディングによる実用的なプログラミングを学ぶことができる教材を

市内中学校に導入し、タブレット等を利用した授業や自宅等でのプログラミング学習

ができる環境を整え、デジタル時代に対応できる人材育成に繋げる。

２ 社会的な背景

    ・Society5.0 の時代の中で、国策としてデジタル時代に対応できる人材育成の取

組みが加速しており、国民の素養として、情報活用能力・プログラミングスキル

が必要不可欠な時代になってきている。

    ・令和２年度から、小・中学校、高校でのプログラミング教育が必履修化され、大

学入試共通テストの科目としても令和６年度から追加される。

３ 事業内容

    ・中学生を対象としたプログラミング学習ソフトの年間ライセンス購入

    ・アカウントライセンス導入

    ・ライセンス使用及び授業づくりに関するサポート

４ 予算額

２，０００千円

問    合    先

担当課 教育委員会事務局学校教育課

課長          牛丸 勝

係名     教育研修係

担当 安井 慶一

連絡先  
電話（直通 0577-53-2368）

  （内線 3456）

中学校におけるプログラミング学習の充実を図るために有効な学習ソフトを導入し、

生徒個々のプログラミング学習の質的向上を図る。

令和６年度当初予算
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令和６年２月２２日

中学校部活動における休日の地域移行に向けた

地域スポーツ団体等の指導者配置への支援について

１ 概要

中学校部活動における休日の地域移行をスムーズに進めるための国の実証事業（地

域スポーツクラブ体制整備事業）を活用し、運動部系の６種目について地域スポー

ツ団体等の指導者の配置に対する支援を行います。

  ２ 目的

    子どもたちが地域でスポーツを継続して親しめる環境整備を進める際の課題解決

に取り組むための実証実験を行い、その成果を効率的・効果的に全国に普及するこ

とで、地域の実情に応じたスポーツ活動の最適化と体験格差の解消を図ります。

３ 具体的な内容

令和５年度に地域移行したクラブに加え、令和６年度に新たに地域移行するクラブ

の指導者２５名に対して謝礼金を支給します。

４ 予算額

３，５８０千円（国委託金）

問    合    先

担当課 教育委員会事務局学校教育課

課長          牛丸 勝

係名     学校指導係

担当 川上 祐輔

連絡先  
電話（直通 0577-35-3154）

（内線 2358）

運動部系の部活動における複数種目の地域移行に伴い、国（スポーツ庁）の実証事

業を活用した指導者配置支援を行います。

令和６年度当初予算
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令和６年２月２２日

「清流の国ぎふ」文化祭２０２４の開催について

１ 概要

  高山市実行委員会において開催する事業（全国文化交流事業）

  ・民謡・民舞の祭典

   全国から民謡・民舞団体を募集し、各地の民謡・民舞を披露する。

  ・オーケストラの祭典

   全国からアマチュア奏者を募集し、各自で練習を重ねて、合奏を披露する。

  ・囲碁の祭典

   全国から囲碁愛好者を募集するとともに、プロ棋士を招聘し、囲碁大会を開催    

する。視覚障がい者による囲碁大会も併せて開催する。

２ 参加対象者

  市内外の民謡・民舞団体、アマチュアオーケストラ奏者、囲碁愛好者など

３ 開催日程

    １０月２０日（日） 民謡・民舞の祭典（高山市民文化会館）

    １０月２７日（日） オーケストラの祭典（飛騨・世界生活文化センター）

    １１月１６日（土）～１７日（日） 囲碁の祭典（高山市民文化会館）

４ 予算額

  １０，１００千円（高山市実行委員会への市負担金ほか）

問    合    先

担当課 市民活動部 生涯学習課

課長         南元 伸一

係名      社会教育・文化振興係

係長 和仁 奈緒子  

連絡先  電話（直通 0577-35-3155）

（内線 2349）

令和６年度、岐阜県では「清流の国ぎふ」文化祭２０２４（第３９回国民文化祭／第

２４回全国障害者芸術・文化祭）が開催されます。

市では、市内外の文化団体による交流を通して、地域の文化芸術の振興を図ることを

目的として「民謡・民舞の祭典」「オーケストラの祭典」「囲碁の祭典」を開催します。

令和６年度当初予算
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令和６年２月２２日

金森長近生誕５００年記念事業の実施について

  １ 概要

    ・飛騨高山まちの博物館にて金森長近の事績を紹介する特別展の開催

    ・有識者を招いて金森長近の事績やゆかりの地を紹介する記念講演会の開催

・高山城跡の現地見学会の実施

    ・特別展の展示資料を収録する図録の作成

    ・金森長近などに扮した武将隊によるイベント等の開催

  ２ 実施時期

    特別展…７月中旬～１０月中旬

    記念講演会…８月上旬

現地見学会…９月下旬

    特別展図録作成…７月中旬

    武将隊によるイベント等…９月中旬

３ 予算額

    ２，０７０千円 （県補助１／２）

問    合    先

担当課 教育委員会事務局 文化財課

課長          牛丸 岳彦

係名      文化財施設係

係長 奥原 德浩  

連絡先  電話（直通 0577-35-3156）

（内線 2356）

飛騨高山のまちづくりの基礎を築き、織田信長・豊臣秀吉・徳川家康の三英傑に仕え

た、高山市ゆかりの先人である戦国武将金森長近は、大永４年(１５２４)に生まれ、令

和６年に生誕５００年を迎えます。市民の郷土への愛着の醸成を図り、将来にわたり高

山の歴史伝統文化の保存、継承に資するため、長近の事績を紹介する特別展や記念講演

会などを開催します。

令和６年度当初予算
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令和６年２月２２日

ねんりんピック岐阜２０２５プレ大会の開催について

１ 概要

①高山市実行委員会の設立

②ダンススポーツのプレ大会の開催（「ねんりんピック岐阜 2025」開催予定競技）

③「ねんりんピック鳥取 2024」ダンススポーツ競技の視察

  

２ 対象者

  ①高山市実行委員会：市（実行委員長は市長を想定）、競技団体ほか

②プレ大会：県内在住者の参加を想定

③鳥取視察：競技団体、市職員

３ 今後の予定

・ねんりんピック岐阜 2025 プレ大会開催（令和６年１０月２７日）

・ねんりんピック鳥取 2024 の視察（令和６年１０月１９日～２１日）

４ 予算額

  ８０１千円(高山市実行委員会への市負担金)

問    合    先

担当課 市民活動部 スポーツ推進課

課長          下裏 直哉

係名  スポーツ推進係

担当監 山田 寛臣  

連絡先  電話（直通 0577-35-3157）

（内線 2352）

令和７年度に高山市を会場として、ダンススポーツの開催を予定している「ねんりん

ピック岐阜 2025」に先立ち、令和６年度に高山市実行委員会を立ち上げ、その準備を進

めるとともに、プレ大会を開催します。

令和６年度当初予算
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令和６年２月２２日

野球場の整備について

１ 整備概要

・内野は黒土、外野は人工芝を敷設（人工芝は環境に配慮したものを採用）

・屋根付き観客席、スコアボードの整備

・付帯設備（本部室、放送室、審判員室、報道室、救護室、更衣室、トイレ、ベン

チ等）の整備

・防球ネット及び入場者整理用フェンスの整備

・野球場周辺における駐車場の整備拡充

・ＬＥＤ夜間照明の整備  など

２ 今後の予定

令和５年度～ 設計・監理

令和７年度～ 整備工事

令和９年度中 供用開始

３ 予算額

    ２４，３００千円

債務負担行為   ３６，６００千円（令和６年度～令和９年度）

（野球場整備設計等委託費）

問    合    先

担当課 市民活動部 スポーツ推進課

課長          下裏 直哉

係名      スポーツ推進係

担当監 山田 寛臣

連絡先  電話（直通 0577-35-3157）

（内線 2357）

競技力の向上や幅広い世代の競技者が軟式や硬式を問わず日常的に野球の試合や練

習ができる環境整備が求められていることから、中山公園野球場敷地において野球場を

新たに整備し、「スポーツが身近となる機会の創出」を図ります。

令和６年度当初予算
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令和６年２月２２日

高山給食センターの整備手法・事業者選定について

１ 概要

現在稼働している高山センター、清見センター、一之宮センター、久々野センター

の４つを統合し、新たに高山給食センターを整備します。荘川小中学校については、

令和７年度の荘川義務教育学校開校に合わせ、荘川センターを整備しています。本郷

センター及び国府小中学校へ給食を提供している古川国府給食センターについては、

業務を継続します。

整備手法については、民間の活力やノウハウを活用したＰＰＰ手法を検討するため、

令和６年度にＰＰＰ手法検討調査等を実施します。

２ 今後の予定

令和６年度～７年度 設計

令和７年度～９年度 整備

令和９年度 供用開始

３ 予算額

  １５，０００千円

  継続費（令和６年度～令和７年度）

  ・令和６年度 １５，０００千円

  ・令和７年度  ５，０００千円

問    合    先

担当課 教育委員会事務局 教育総務課

所長          中田 義博

係名      学校給食係

係長 田中 智子

連絡先  電話（直通 0577-32-6218）

  （内線 2973）

老朽化した４つの学校給食センターを統合し、公設地方卸売市場の跡地に新たに高山

給食センターを整備します。

子どもたちが安心して学校給食を食べられるよう、衛生管理や食物アレルギー対応を

徹底し、栄養バランスの取れた魅力的な給食を提供します。

令和６年度当初予算
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   令和６年２月２２日

移動診療業務の実施について

１ 概要    

  へき地での医療提供体制を安定的に維持するため、市内の国民健康保険診療所の

出張診療所（清見地域の大原・江黒両出張診療所、朝日地域の秋神出張診療所）を

対象として、移動診療車を活用した移動診療業務を実施します（令和６年度は車両

等の導入及び実証運用を実施）。

  遠隔聴診器やポータブルエコー等の高度医療機器を車両に搭載し、拠点となる診

療所の医師と移動診療車をオンラインで結んで行う遠隔診療を併用した診療の実施

を目指します。

２ 事業内容と今後の予定

    令和６年度：運用方法等について、下記のとおり実証運用

    ・全国で導入実績のある民間事業者へ委託し、移動診療用に改装した車両を導入

    ・高度医療機器（ポータブルエコー、心電計等）を購入し搭載

・出張診療所地域を対象として実証運用を開始（令和６年１２月～令和７年３月

予定）

    令和７年度～：実証運用を踏まえ本格運用開始

３ 予算額

３９，２００千円（国補助１／２）

    

        

問    合    先

担当課 市民保健部 医療課

課長 石原 隆博

係名    診療所管理係

係長 金子 久徳

連絡先 電話（直通 0577-35-3177）

（内線 2802）

へき地での医療提供体制を安定的に維持するために、国民健康保険診療所の出張診

療所を対象に、移動診療業務を実施します。
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令和６年２月２２日

認知症啓発事業の推進について

１ 概要

  ①９月の認知症月間・世界アルツハイマー月間における啓発

  ・庁舎オレンジライトアップ[拡充]

  ・懸垂幕掲示[拡充]

  ・庁舎でのパネル等展示、のぼり旗設置[拡充] など

②オレンジガーデニングプロジェクト[拡充]

全国各地で行われている「認知症になっても暮らしやすいまちをみんなで創って

いくこと」を目的に、９月の認知症月間・世界アルツハイマー月間にオレンジ色

の花を咲かせる活動を実施

２ 予算額

７３０千円

問    合    先

担当課 福祉部 高年介護課

課長 深澤 裕美

係名    高齢者支援係

係長 北村 美帆

連絡先 電話（直通 0577-57-5200）

（内線 2953）

これまで図書館でのパネル展示や広報たかやま等による認知症啓発事業を実施

していますが、「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」を受け、認知症

に対する理解を促進するため、庁舎オレンジライトアップやオレンジガーデニング

プロジェクトなどの事業を拡充して実施します。
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令和６年２月２２日

ＡＩを活用した漏水リスク調査の実施について

１ 概要

    これまで、漏水による水道水の損失や断水を未然に防ぐため、布設年度の古い箇所

に範囲を絞って路面音聴調査を行ってきました。

    今回実施するＡＩを活用した漏水リスク調査は、人工衛星画像から取得した気象・

気温、地盤変動データやオープンデータ（地形、地質、土壌、交通量）及び市所有

データ（埋設年度、材質、口径、過去の漏水履歴）を基に、ＡＩを活用して水道管

の劣化リスクを解析し、100ｍ四方のメッシュ単位で漏水のリスクを５段階で評価し

ます。

    この調査で、より漏水のリスクが高いエリアに絞って路面音聴調査を行うことがで

きるとともに、老朽管の更新を検討するにあたり、優先的に更新が必要な箇所の選

定が可能になります。

２ 対象範囲

  市内全域

３ 調査期間

  令和６年度

４ 予算額

  ６，２００千円

問    合    先

担当課 水道部 上水道課

課長          下畑 英史

係名       建設維持係

係長 宇津宮 徹  

連絡先  電話（直通 0577-35-3149）

（内線 2259）

漏水調査をより効率的に実施し、水道水の損失や断水を未然に防ぐため、ＡＩを活用

した漏水リスク調査を実施します。

この調査は、人工衛星画像からの取得データやオープンデータ、管路データを基に、

ＡＩを活用して劣化リスクを解析し、漏水のリスクを５段階で評価するもので、漏水の

リスクが高いエリアに絞って路面音聴調査を行うことができるとともに、老朽管の優先

的な更新箇所の選定に活用できます。
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令和６年２月２２日

下水道管理システムデータ（下水道ＧＩＳ）の整備について

１ 概要

    下水道管理システムデータ（下水道ＧＩＳ）を整備することにより、これまで紙な

どで管理していた管路の口径や深さなどの基本情報や維持管理情報を一元的に管理

することができるようになり、維持管理業務の効率化が図られるほか、市民・事業者

が窓口で紙の図面で閲覧していた情報がパソコンの画面上で閲覧でき、利便性の向上

につながります。

２ 今後の予定

  令和６年度～８年度 管路、維持管理情報のデジタル化及びシステム設定等

  令和９年４月    運用開始

３ 予算額

    ５６，０００千円（国補助１／２）

    継続費（令和６年度～令和８年度）

・令和６年度  ５６，０００千円（データ整備委託料）

    ・令和７年度 １１３，０００千円（データ整備委託料）

    ・令和８年度  ２７，０００千円（データ整備委託料）

問    合    先

担当課 水道部 下水道課

課長          寺田 茂男

係名  施設管理係

係長    垣根 和宏  

連絡先  電話（直通 0577-35-3150）

（内線 2268）

下水道管路の維持管理業務の効率化や市民・事業者の利便性の向上を図るため、下水

道管理システムデータ（下水道ＧＩＳ）を整備します。これまで紙の図面で管理してい

た情報をデジタル化することにより、情報の一元管理や外部への公開が実現できます。
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令和６年２月２２日

公金収納業務の委託化について

（市税・国民健康保険料・後期高齢者医療保険料）

１ 概要         

民間事業者の専門的な知識と経験及びＩＣＴ（情報通信技術）を活用して、納付

勧奨業務など、徴収職員でなくても対応可能な業務を民間事業者に委託（アウトソ

ーシング）し、年間を通じて納税者にきめ細やかにお知らせができる体制を整える

ことにより、徴収職員は一層の滞納整理へ集中的に取り組むことができ、公金収納

の公平性の確保が図られます。

２ 委託する公金

①市税 ②国民健康保険料 ③後期高齢者医療保険料

     ※他の公金収納業務については、導入効果を検証したうえで拡大を検討

３ 委託する主な業務内容

①電話によるお知らせや応対業務（お客様カスタマーセンター的な役割）

   「高山市公金コールセンター(仮)」の運営により、納税者へ年間を通じてきめ細

やかな納付勧奨及び問合せ対応を行う

②文書・臨戸による訪問業務

     連絡先が不明な納税者に、文書や臨戸による納付勧奨を行う

      ③上記の他、徴収職員でなくても対応可能である業務

                      

  ４ 予算額

２６，１２０千円

債務負担行為 ４５，４３０千円（令和７年度～令和９年度）

問    合    先

担当課 財務部税務課（市税）     市民保健部市民課（国保・後期高齢）

課長          坂本 和彦       室﨑 多恵子

係名  収納係        保険年金係

係長 森脇 一典        津田 賢一

連絡先  電話（直通 0577-35-3504）

  （内線 2107）

電話（直通 0577-35-3495）

  （内線 2155）

自主財源の根幹である市税等の公金収納において、一層の財源確保と納税者の公平性

の確保を図るため、電話や文書による納付勧奨業務など、徴収職員以外でも対応可能な

業務について民間事業者に委託（アウトソーシング）し、年間を通じて納税者の方へよ

りきめ細やかな対応ができる体制を整えるとともに、滞納整理の強化を図ります。
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